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多数意見は，「都道府県を単位として各選挙区の
定数を設定する現行の方式を改めるなど」と踏み
込んで，現行の選挙制度の仕組みを見直す立法的
措置の必要がある旨述べる。そのような政治的判
断を行うに当たっては，投票価値の平等の重要性
を踏まえた検討が必要であることはいうまでもな
いが，同時に，投票価値の平等は二院制の趣旨と
いった憲法上のその他の原理との調和の下に実現
されるべきものであろう。したがって，単に数字
の問題として投票価値の較差を是正するためだけ
ではなく，国会を国権の最高機関として位置付け
て二院制を採用した憲法の下における国家の統治
機構の在り方に関わる問題として，広い観点から，
これを検討する必要がある。国会が，憲法の定め
たところの趣旨にのっとり十分にその機能を発揮
することが，国民生活にとって重要であると考え
るからである。
既に述べたとおり，憲法が二院制を採用した趣
旨からして，選挙の仕組みにおける選出基盤に関
する理念ないし基準が両議院の間で同じでなけれ
ばならないということはなく，むしろ異質なとこ
ろがあってこそ，二院制の下において国民の多様
な民意を国政に反映させることの意味が実現でき
る。その場合，衆議院議員の選挙については，厳
格な投票価値の平等が求められて，それを具現化
するために人口比例原則が採用されるが，他方，
参議院議員選挙制度の仕組みについては，投票価
値の平等は重要な理念ではあるが，国民各層の
種々の利害や考えを公正かつ効果的に吸収する多
角的民意反映の考えに基づいて，厳格な投票価値
の平等以外の合理的な政策的目的ないし理由をも
広く考慮することは，二院制の趣旨に合致するも
のである。
以上は昭和58年大法廷判決以来の累次の当審判
例の趣旨とするところであり，これらの判例法理
が認めるように，憲法は投票価値の平等を要求し
ているが，それが参議院議員選挙制度の仕組みを
決定する唯一，絶対の基準となるものではないと
解される。私は，衆議院議員の選挙においては，
投票価値平等の理念を具現化するために人口の多
寡に基づいて議員定数を配分すること（人口比例
原則）が重視されるのが当然であると考えるが，
人口比例原則によるのみでは，少数者の意見を含
め多角的な民意を十分にくみ取ることができない
おそれがある。参議院が衆議院と同等の厳格な人
口比例原則を選出基盤とした議員により構成され
ることとするならば，両院の議員選出基盤の「同

質化」が一層進むこととなりかねず，上記のよう
な少数者の意見を含めた多角的民意の反映という
要請は後退せざるを得ないであろう。その帰結は，
参議院はいわば「第二衆議院」ともいうべきもの
になるおそれがあり，憲法が採用した二院制の趣
旨が生かされないという別の憲法上の問題を生ず
る結果となるのではなかろうか。むしろ参議院議
員の選出基盤が衆議院議員のそれと異なる要素を
有することによってこそ，両院あいまって，国会
が総体として公正かつ効果的に国民を代表する機
関たり得ると考えられるのである。二院制が設け
られた趣旨の一つが，この点にあることが忘れら
れてはならない。
元来，国民の利益は複雑で，意見は多様である
ため，人口の多寡を基準にした選出基盤だけでは
多様な民意が十分反映されない。また，近年の社
会状況の変化は，人口の大都市集中の問題だけで
はなく，地方経済活性化の必要，高齢化の進行と
世代間の負担の公正の問題，情報，通信手段の革
新的発達，経済や雇用の構造の変化，環境問題へ
の対応など多分野にわたっており，人口比例原則
のみでは十分にはくみ取れない少数者の立場を含
めて多角的に国民の利害や意見を政治に反映させ
ることがますます必要になってきている。人口の
大都市集中と地方の問題について考えても，人口
が集中した大都市地域と人口の少ない地方の間で
は，異なった問題があり，異なった視点からの解
決策が求められることも少なくない。今日の日本
においては，全国をカバーする交通網や情報網は
著しく発達したものとなったが，大都市と地方の
間の種々の面における不均衡の問題はむしろより
深刻になったという指摘も見られ，あらためて国
政と地方の関係に関する問題意識が「地方主権論」
等の議論の中で高まっているのが現状である。多
種多様の問題に対応して国土のバランスのとれた
発展を期するためには，大都市だけではなく，地
方の実情と問題意識等に通暁した者が国政に参画
することが必要である。人口の多寡により定数配
分が定められる仕組みにおいては，たとえ国会議
員が国民全体の代表者としての認識をもって行動
するとしても，人口の少ない地域の問題意識等を
国会に十分反映させることには実際上の困難が伴
う。要するに，単純な人口比例原則だけではカバー
しきれないところを補う仕組みを設けることには
十分な合理性があり，人口比例原則により選出さ
れる議員から成る衆議院とそれとは異なる基準や
政策的目的等をも併せた選出基盤を用いる参議院

とがあいまって，少数者の意見を含めた多様な民
意を二院制の国会に反映させることができるであ
ろう。
ところで，選挙区と都道府県の関係について，
憲法46条は参議院議員の任期を６年とし，その半
数を３年ごとに改選することを求めているだけで
あり，参議院議員の選挙区を都道府県単位としな
ければならないという憲法上の要請はないこと
は，多数意見指摘のとおりである。もっとも，そ
のような憲法上の要請がないということは，選挙
区を都道府県単位にすることに合理性がないとい
うことを意味するものではない。むしろ，現行制
度において，選挙区が都道府県単位とされ，半数
改選を実現するため各選挙区に偶数の定数配分
（最小限２人）を行っていることには，累次の大
法廷判決が触れたとおりのそれなりの合理性が認
められてきたのである。都道府県は普通地方公共
団体として地方自治を担い，我が国の政治や行政
の実際において重要な役割を果たしているのであ
り，昭和58年判決も指摘するとおり，都道府県単
位の選挙区制は，「都道府県が歴史的にも政治的，
経済的，社会的にも独自の意義と実体を有し一つ
の政治的まとまりを有する単位としてとらえうる
ことに照らし，これを構成する住民の意思を集約
的に反映させるという意義ないし機能」を持つも
のであり，長年にわたり国民の間において定着し
てきたといえる。このような都道府県単位の選挙
区に偶数の議席（最小限２議席）が配分される現
行の仕組みは，人口比例原則の下では十分に反映
し得ないと思われる人口の少ない地方の利益や意
見を国政に反映させるという観点からは重要な意
味を持つものであり，人口比例原則をある程度制
約する合理性を有し得るものであると考えられ
る。仮に，二院制の下における参議院の役割等に
ついて検討することなく，単に選挙区の間におけ
る投票価値の平準化のみを基準として都道府県に
代わる新たな選挙区単位を設けることとするなら
ば，選挙区間の投票価値の平等は実現するが，参
議院議員選挙の仕組みとしては十分なものとなり
得ないおそれが強いと考えられる。現在のところ，
国政と地域を結ぶ機能と意味を有する選挙区単位
として，都道府県と同等あるいはそれ以上の意味
のある選挙区単位を見いだすことは容易ではな
い。なお，このように，都道府県単位の選挙区か
ら地方の事情に通暁した議員を選出するとの考え
自体は，議員に対する選挙区からの命令委任を認
めるものではなく，国会議員の行動規範ともいう

べき国民代表原理と矛盾するものではない（憲法
43条１項に定める国民代表原理に関する私の考え
は，最高裁平成22年（行ツ）第207号同23年３月
23日大法廷判決・民集65巻２号755頁における私
の補足意見に記したとおりである。）。
もっとも，都道府県単位の選挙区制に上記のよ
うな合理性が存在するとしても，上記１で述べた
とおり，憲法上の理念や合理的な政策的目的等を
明確に提示して根拠付けることもないまま５倍も
の投票価値の不平等を常態化させている現状を正
当化することは困難な状況に至っているといわざ
るを得ないのであって，現行の仕組みを改正する
とした場合の具体的な改正内容の検討には，二院
制に係る憲法の趣旨を踏まえた立法府による高度
の政治的判断が必要となることはいうまでもな
い。
これまで国会においても参議院の在り方を踏ま
えた抜本的な検討の必要性が指摘され，何度か是
正措置が執られたところであるが，参議院の在り
方にふさわしい選出基盤とは何か，参議院の場合
に投票価値の平等の要請やこれを具現化するため
の人口比例原則が譲歩を求められることがあると
して，憲法が二院制を採用した趣旨も含め，これ
を正当化する他の政策的目的ないし理由として国
会は何を考慮しているのか，投票価値の平等の要
請と他の理念や政策的目的の調和点をどのあたり
に求めるか，といった基本的な諸点については，
いまだに国民の議論や理解が進んでいるとは見受
けられない。平成21年大法廷判決における補足意
見においても述べたところであるが，国会が立法
裁量権を行使して参議院議員選挙制度の仕組みを
検討するに当たっては，投票価値の平等の観点に
加えて，二院制の下における衆議院とは異なった
参議院の在り方にふさわしい選挙制度の仕組みの
基本となる理念や政策的目的等を国民に対して速
やかに提示し，具体的な検討を行うことが強く望
まれる。
裁判官須藤正彦の反対意見は，次のとおりであ
る。
私は，参議院に求められる独自性を考慮した上，
多数意見の依拠する基本的な判断枠組みの下で考
察したところ，多数意見の結論とは異なり，本件
定数配分規定は憲法に違反し，したがって本件選
挙も違法であるとの見解に至った。その理由は以
下に詳述するとおりであるが，骨子は，第１に，
現行選挙制度が合理的な理由なく投票価値に不平
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